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科学技術動向  概　要
本文は p.18 へ
本文は p.11 へ
本文は p.4 へ
ガバメント 2.0
―データガバメントと住民参加型行政の 2 つの方向性―
科学研究の投資効果測定を目指す
米国の STAR METRICS 事業の現状と今後の見通し
2013 年 AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告
緊縮財政下における科学技術と社会との関係の変化
　世界各国の政府は、データのオープン化を進めており、データガバメントが立ち上がりつつある。日
本でもデータガバメントの開始が決まったが、その本質を理解しておく必要があり、ガバメント 2.0 と
いうキーワードが参考になる。ガバメント 2.0 とは、国民や行政に新たな挑戦の場を与えることである。
つまり、データガバメントの目的は、加工や分析が可能なマシンリーダブルな形式でデータを公開し、
データを使った新たなサービスやビジネスの創造を可能とすることである。マシンリーダブルなデータ
は数値や言葉の羅列であることが多く、利用者がデータを取得・加工・分析できるツールやアプリも同
時に提供することが望まれる。ガバメント 2.0 のもう 1 つの方向性は、住民が積極的に参加する地方行
政であり、行政は、問題点や情報を共有しながら、市民と協働することが重要である。問題を共有する
ためのツールやアプリが必要不可欠であり、その作成のためには、web 技術者と政府や地方自治体とを
結びつける仕組みが重要である。
　政府の科学投資が社会の雇用、知識創造、健康などにどのような影響（インパクト）をもたらしたか
を解明するための情報基盤を整備する米国の事業（STAR METRICS）は、科学投資の社会的なインパ
クト測定手法を幅広く開発することから、オープンガバメントなどオバマ政権の基本政策の方向性に沿
う形で、連邦政府の競争的資金に関する省庁横断的なデータ基盤・システム整備を図る方向に事業目標
を修正している。事業の第一段階では、人事データに限って連邦政府の科学研究投資の労働誘発効果を
検証するためにデータを蓄積・可視化するシステムが構築された。現在の第二段階では、引き続き国立
衛生研究所（NIH）がホスト機関となり、インプットとアウトプットのデータに重点を置いて、データ
蓄積と分析システムを開発中である。STAR METRICS は、社会・経済的効果の測定の方法論開発を視
野に入れつつも、参加機関の財務情報や研究活動の経営分析・ベンチマーキングや連邦政府機関のファ
ンディング業務での利用など、現場の実情を踏まえた政策情報システムとして開発・運用とデータ蓄積
を進めるとみられる。
　全米科学振興協会（AAAS）は、2013 年 5 月 2 日～3 日に、ワシントン DC において AAAS 科学技
術政策年次フォーラム（AAAS Forum on Science and Technology Policy）を開催した。フォーラムは、
大統領科学顧問による基調講演、大統領予算案の分析や予算に関する論議、そして、最近の科学技術政
策のテーマによる分科会、さらに、科学技術と経済や社会との関係も含めた幅広いテーマについての全
体セッション等から構成された。
　次年度予算案の審議の行方について高い関心が寄せられる例年とは異なり、本年は当年度予算が削減
を織り込んだ継続決議として成立した歳出法に基づき執行されていること、また、次年度以降も大半の
科学技術予算が含まれる裁量的予算に対する歳出削減の圧力が強まる見通しであることから、講演内容
や参加者の関心も予算について積極的に議論しようという空気は薄く、むしろより長期的な視点から、
科学技術の今後を考える論議が目立つものとなった。
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本文は p.25 へ
本文は p.32 へ
オランダ・フードバレーの取り組みと
ワーヘニンゲン大学の役割
各国の地球観測動向シリーズ（第 1回）
米国の地球観測活動の今後の方向性
　オランダは、EU圏内の大消費地へ農産物を送り届けることを戦略的に強化してきた結果、農産物の
輸出額は世界第 2位を保持している。その背景にあるのが、フードバレーと呼ばれる食の科学とビジネ
スに関する一大集積拠点である。1997 年に顧客志向で商品やサービスを創造する世界規模の食品研究
開発拠点を築くべく、産学官が一体となってワーヘニンゲンに集積したのが始まりで、その後、ワー
ヘニンゲン大学と近隣の研究機関を統合して、ワーヘニンゲン大学リサーチセンター（ワーヘニンゲン
UR）が設立された。
　ワーヘニンゲンURの戦略の特徴は、企業の課題解決や新商品開発などのニーズに敏感に反応した研
究体制が敷かれている点にあり、その結果、現在ではワーヘニンゲンURは世界の農業科学分野におい
て大きな存在感を示している。特にフードテクノロジーの領域では高い競争力を保持するに至っており、
社会科学的なアプローチや持続的な発展を志向した高度専門人材の発掘・育成にも力を入れている。こ
のようなフードバレーの取り組みは、日本で農と食の産業クラスターの構築を設計する場合に参考とす
べき点も多い。
　地球温暖化や環境問題に対応する世界的な取組みとして、2005 年から「GEOSS（ジオス）10 年実施
計画」が開始されている。米国も国内外の地球観測衛星の活用により、社会利益に貢献する地球観測の
基盤整備を継続的に推進している。こうした中、米国は 2013 年 4 月に「米国民生用地球観測戦略」を
発表した。この戦略には、政策的枠組み、評価手法、データ管理および国家民生用地球観測計画策定の
4つの要素が含まれている。政策的枠組みの中では、12 の社会利益分野（SBA）が定義されており、今
後定期的に国家民生用地球観測計画
をアップデートすることとしている。
　このような米国の戦略を、我が国
の地球観測戦略と対比すると、国情
の違いも踏まえて相似点と相違点を
分析することができ、今後の我が国
の方向性の議論に資するものと考え
る。右図はGEOSS の公共的利益分
野に対して米国のそれぞれの分野が
どのように対応しているかを示して
いる。我が国が地球観測活動で世界
に貢献していく上で、米国の民生用
地球観測戦略の内容は十分知悉して
おくべきであると考える。
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2013年AAAS科学技術政策
年次フォーラム報告　　
緊縮財政下における科学技術と
社会との関係の変化
　全米科学振興協会（AAAS ① ）は、2013 年 5 月 2
日～3 日に、ワシントン DC において AAAS 科学技
術政策年次フォーラム（AAAS Forum on Science 
and Technology Policy）を開催した1）。このフォー
ラムは、AAAS R&D Colloquium の名称で開催され
た第 1 回から数えて 38 回目にあたり、科学技術政
策関係者が集う全国的な会合として定着している。
　フォーラムの構成は、大統領科学顧問による基調
講演、大統領予算案の分析や予算に関する論議、そ
して、最近の科学技術政策のテーマによる分科会、
さらに、科学技術と経済や社会との関係も含めた幅
広いテーマについての全体セッション等から成っ
ており、配布資料によると、大学、連邦政府機関、
非営利機関、民間企業、海外機関等から約 370 人の
　全米科学振興協会（AAAS ① ）は、2013 年 5 月 2 日～3 日に、ワシントン DC において AAAS 科学
技術政策年次フォーラム（AAAS Forum on Science and Technology Policy）を開催した。フォーラ
ムは、大統領科学顧問による基調講演、大統領予算案の分析や予算に関する論議、そして、最近の科学
技術政策のテーマによる分科会、さらに、科学技術と経済や社会との関係も含めた幅広いテーマについ
ての全体セッション等から構成された。
　次年度予算案の審議の行方について高い関心が寄せられる例年とは異なり、本年は当年度予算が削減
を織り込んだ継続決議として成立した歳出法に基づき執行されていること、また、次年度以降も大半の
科学技術予算が含まれる裁量的予算に対する歳出削減の圧力が強まる見通しであることから、講演内容
や参加者の関心も予算について積極的に議論しようという空気は薄く、むしろより長期的な視点から、
科学技術の今後を考える論議が目立つものとなった。
キーワード：米国，予算，AAAS，ファンディング，科学技術と社会
遠藤 悟　客員研究官
科学技術動向研究
　2 日間にわたり開催されたフォーラムの日程
は、以下のとおりである。
【全体セッション】
・ 2014 年度研究開発予算における予算的お
よ び 政 策 的 枠 組 み（Budgetary and Policy 
Context for R&D in FY 2014）
・W. Carey レクチャー：米国の科学技術パ
イプラインの拡大：大学教員のイノベー
ションと人々を包括した卓越性（Expanding 
America’s Science and Technology Pipeline 
:  Academic Innovation and Inclusive 
Excellence）
・より良い政府のための科学的洞察（Scientific 
Insights for Better Government）
　概　　要
参加があった。1 はじめに
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　フォーラムが開催されるこの時期は、これまで
は 2 月上旬の大統領による予算案の発表を受け、
10 月に始まる次年度予算に関する議会での審議が
行われている最中のため、参加者の間でも次年度
予算案の審議の行方について高い関心が寄せられ
る時期であった。しかし、本年は当年度予算が削
減を織り込んだ継続決議として成立した歳出法に
基づき執行されている状況にあり、また、次年度
以降も大半の科学技術予算が含まれる裁量的予算
に対する歳出削減の圧力が強まる見通しであるこ
とから、講演内容や参加者の関心も予算について
積極的に議論しようという空気は薄く、むしろよ
り長期的な視点から、科学技術の今後を考える論
議が目立つものとなった。
　最初の「2014 年度研究開発予算における予算的お
よび政策的枠組み」のセッションの基調講演は、大
統領科学顧問・大統領府科学技術政策室（OSTP ④）
室長である John P. Holdren 氏により行われた。
　2014 年度大統領予算案に関連し、1）科学技術は
雇用、保健、環境、国家安全保障などの米国が直面
するチャレンジに対応する中心的役割を担っている
こと、2）好奇心に基づき行われる基礎研究の支援
は政府の責任であり、国立科学財団（NSF ⑤ ）、エ
ネルギー省（DOE ⑥ ）の科学室、商務省の国立標
準技術局（NIST ⑦ ）の基礎研究の強化が必要であ
ることを述べ、それらが予算案に反映されていると
述べた。また、航空宇宙局（NASA ⑧ ）の小惑星や
火星へのミッションや各省による先進製造研究など
を重視していること、さらに、強制的な歳出削減も
考えられる厳しい財政状況下において予算を戦略的
に組む必要性を述べ、科学技術イノベーションコ
ミュニティーに対してはその活動の重要性について
声を上げることを期待し、また、これまでの協力に
感謝していると述べた2）。
　さらに 2013 年歳出予算法（継続決議）において、
NSF の社会・経済科学研究支援のうち、国家安全保
障面や経済面の利益を明らかとすることができない
政治科学研究支援の支出が禁止されたことに触れ、
このことに対しオバマ政権は、1）政治科学は他の
社会科学と同様に仮説に基づき、ピアレビューとい
う手法や再現可能性などの特性を持つ科学であるこ
と、2）社会科学は基礎研究の定義に合致し、実用
的な社会の利益に結びつくものであること、そして、
3）社会科学・行動科学と自然科学が相対する性格
を持つという意見もあるが、これは誤りであること
を述べ、さらに NSF が支援する基礎研究は、その
直接の成果において実用的利益が明らかでないもの
もあるが、予期されない場合も含め社会に多大な利
益をもたらすものであることを強調した 3）。そして、
NSF をはじめ多くの連邦政府の科学技術関係機関
が用いているピアレビューは、世界共通に認められ
ている評価における最良の基準（gold standard）で
あることを、科学アカデミー創立 150 周年式典での
オバマ大統領の発言を引用しつつ述べた。さらに一
部の議員の NSF に対する要求は基礎研究の価値を
損ねるものであるとして非難した 4）。
　また、Holdren 顧問はオバマ政権における科学技
術イニシアチブとして、特に科学・技術・工学・数
学（STEM）教育について、2014 年度予算案の額
・世 界 に 広 が る 教 室 に お け る 科 学・ 技
術・工学・数学分野の高等教育の再構想
（Re-imagining STEM ②  Higher Education in 
the Worldwide Classroom）
・環境に関する規制は、どの程度経済を阻
害 す る か（How Much Do Environmental 
Regulations Hurt the Economy?）
【パラレルセッション】
・米国の研究・イノベーションにおける民間慈
善団体の役割（Roles of Private Philanthropy 
in U.S. Research and Innovation）
・連 邦 政 府 研 究 開 発 支 援 に お け る 実 験
（Experiments in Federal R&D Support）
・誰が、どのようにインターネットをコント
ロ ー ル し た い の か（Who Wants to Control 
the Internet, and How?）
・科学技術専門家のためのメンタリング技能：
望ましい点と必要な点から（Mentoring Skills 
for Science and Technology Professionals: 
Both Desirable and Required）
・変化する特許の展望：異なる部門における賛否
（The Changing Patent Landscape: Cases For 
and Against Patents in Different Sectors）
【朝食・昼食のスピーチ】
・5 月 2 日の昼食、3 日の朝食、昼食において、
それぞれ、カナダの科学技術政策、神経科学研
究、国防高等研究計画局（DARPA ③ ）をテー
マとしたスピーチが行われた。
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が 2012 年度実績に対し 6.7% 増の 31 億ドルとなる
イニシアチブで、100 万人の新たな科学技術分野の
卒業生の輩出や、10 万人の優れた STEM 分野の教
員の育成などの取り組みを行っていることを述べ
た。さらに、ホワイトハウスで実施されたサイエ
ンスフェアに象徴されるようにオバマ大統領自身
が力を注いでいるイニシアチブであることに加え、
連邦政府の政策に呼応する形で、2020 年までに 100
万人の STEM メントーを育成する計画など、数多
くの STEM プログラムが民間企業や慈善団体によ
り実施されるようになっているとし、官民協力が
望ましい形で進展していることを報告した。
　引き続き Sharp AAAS 会長との対話形式により、
全米製造イニシアチブなどのイノベーション戦略、
STEM 教育、エネルギーと環境、オープンガバメ
ント、宇宙、国際的な科学技術協力、そして脳・神
経科学を含む生物医学研究など広範にわたって議
論された。幅広い科学技術に対する支援策を行う
中で、特に基礎研究に対する連邦政府投資を行う
と同時に、税制措置など民間の活力を引き出す環
境を整える考えが示された。　
　Matthew Hourihan AAAS 研究開発予算分析プ
ログラム長から、2014 年度大統領予算案の解説が
あった。予算案の概略は以下のとおりである。
・2014 年度予算案における連邦政府研究開発予算
の額は、1,428 億ドルである。この額は、比較対
象となる 2012 年度予算実績額に比べ、1.3%（約
19 億ドル）の増である（以下、増減については
2012 年度比）。
・連邦政府の基礎研究に対する支援額は 332 億ドル
（4.5% 増）、応用研究に対する支援額は 350 億ドル
（10.6% 増）である。
・連邦政府の開発支出は、715 億ドル（5.0% 減）で
ある。
・「大統領科学・イノベーション計画（President’s 
Plan for Science and Innovation）」 の 対 象 機 関
（NSF・DOE 科学室・NIST 研究室）の予算は 8%
増加している。しかし、その額は競争力強化法
（2010 年アメリカ COMPETES 再授権法⑨ ）に示
された授権予算の額を下回っている。
・製造業のイニシアチブについては、「米国を製
造 業 の マ グ ネ ッ ト と す る（Makes America a 
Magnet for Manufacturing）」 の 名 称 で、NSF、
DOD、DOE、商務省などの関連予算により実施
されるが、その対象となる規模は、87% 増の 29
億ドルである。
・クリーンエネルギーは、2014 年度予算案におい
て、引き続き重点項目に含められている。
・米国地球変動研究プログラム（USGCRP ⑩ ）の
2014 年度予算案は約 27 億ドルで、6% 増となっ
ている。
・生物医学研究における米国の主導的地位の確保、
出典：参考文献 5
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　Arati Prabhakar DARPA 長官が、現代世界の軍事・
政治状況の下での同庁の役割や方向性について述べ
た。冷戦期の 1958 年に高等研究計画局（ARPA⑫ ）
として創設された同庁は、現代世界の環境について、
1）米国に対する脅威が複雑化し、また変化し続けて
いること、2）財政問題による経費面における要請が
高まったこと、3）技術が地球規模的に利用可能と
なったこと、の 3 点を挙げ、その状況に対する取り
組みについて説明を行った。同局は 29 億ドルという、
国防研究開発費の中では必ずしも大きくない予算規
模で、95 人のプログラムマネージャーが大きく関与
し、情報技術から、脳・神経科学まで多彩なプロジェ
クトを実施していることを報告したうえで、DARPA
がこのような優れた研究プロジェクト支援を行える
基盤には米国の健全な研究開発のエコシステムがあ
ることを述べた。
　DARPA 以外の省・機関もそれぞれのミッション
に従い、様々な研究プログラムを実施しており、そ
の評価手順も異なっている。「連邦政府研究開発支
援における実験」のセッションにおいては、NIH、
農務省（USDA ⑬ ）、DOE の事例が報告された。
　Kathy Hudson NIH 科学アウトリーチ・政策担
当次長は、国立トレンスレーショナル科学前進セ
ンター（NCATS ⑭ ）と BRAIN ⑮ イニシアチブを
中心に報告を行った。NIH のミッションは基礎研
究を実施することと、基礎研究を人々の保健医療
の向上に結び付けることの二つであるとしたうえ
で、NCATS については NIH の研究者が発見した
化合物の実用化や産業化における障壁の低減、そ
して製品化への時間の短縮などの取り組みについ
て述べた。また、BRAIN イニシアチブについて
　海外の事情については、中国、インド、韓国、そ
してカナダの科学技術政策について報告があった。
「2012 年度研究開発予算における予算的および政策
的枠組み」の一部として設けられた「科学技術政策
に関するアジアの視点：米国との相違と共通性」の
セッションにおいては、Jeannette Wing マイクロ
ソフト社副社長・マイクロソフトリサーチ所長が
中国とインドの動向について報告した。中国の経済
発展は、1990 年代から始まるが、まず人材を育成し、
次に 211、985 などの番号を付した計画を通して基
盤を整え、そのうえで知識を生み出すための基礎研
究と技術イノベーションへの投資が行われたとい
う流れを紹介し、今では上位の大学は米国の有力私
立大学と並ぶものであるとした。しかし、中国の高
等教育機関は拡大したが、中国の大学生にとって米
国の大学を目指す意識に変化はなく、中国人人材の
米国への供給は続くとの見方を示した。インドにつ
いて Wing 氏は、各地に計 15 校設置されたインド
米国民の健康の改善、そして未来のバイオエコ
ノミーの構築のため、NIH ⑪ の予算は 313 億ドル
（1.5% 増）となっている。
・高い技能を持つ人材育成のため、STEM の分野の
教育に 31 億ドル（6.7% 増）の支出を行うことと
している。
・民間部門の投資を拡大させるため、試験研究費税
額控除の拡大、簡素化、恒久化を提案している。
・予算案は米国民に対する見返りが最大化する分野
に資源を集中させ、そうでない分野において削減
するとしており、その例として開発予算は 38
億ドル削減されている。
は、研究資金配分、成果に対する褒賞（プライズ）、
DARPA 型のプロジェクト運営を通した成果創出の
迅速化、研究活性化のためのマッチング、さらにク
ラウドファンディングといったメカニズムについて
紹介した。
　Catherine Woteki USDA 主任科学者・研究、教育、
経済担当次官は、予算削減が続く中での研究開発活
動は、省内の機関の研究と外部研究支援とのバラン
スを取りつつ行う必要があることなどを述べたうえ
で、同省の 21 世紀のチャレンジとして、食料の安
全保障、食品の安心、人々の栄養と健康、気候変動、
バイオエコノミー（バイオ燃料、バイオプロダク
ト）を挙げた。そして共同研究開発契約プログラム
（CRADA ⑯ program）のモデルによる研究成果の
民間部門への移転に加え、農業技術イノベーション
パートナーシッププログラム（ATIP ⑰ Program）、
調整農業プロジェクト（CAP ⑱ ）、長期農業生態系
研究ネットワーク（LTAR ⑲  Network）等の同省の
特徴的なプログラムについて説明を行った。
　Patricia M. Dehmer エネルギー省科学室室長代
理は、簡単に同省の歴史や予算の枠組みに触れた
後、バイオエネルギー研究センター（BRCs ⑳ ）、エ
ネルギーフロンティア研究センター（EFRC ○21 ）、
そしてエネルギーイノベーションハブ（Energy 
Innovation Hub）について報告した。
4 多様なファンディングシステム
5 他国の科学技術政策に関する報告
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護や改善を目的とした規制的政策が経済に与えるネガ
ティブな影響について、実際よりも拡大して、あるい
は、経済面における利益との関係を考慮せずに論議さ
れる傾向があることを指摘した。
　William A. Pizer スタンフォード大学公共政策学部
准教授は、必ずしも相関が明らかではないにも関わ
らず、特定の産業部門での雇用の悪化について規制
が行われたことと関連付けて政策論議され、また、
他の産業における雇用効果について論じられない状
況などを指摘した。
　Cary Coglianese ペンシルバニア大学法学・政治学
教授は、「何故政治は環境に関する規制は雇用を殺し、
研究者はそのようなことがないと言うのか」との表
題により、規制が競争力の低下をもたらす証拠はな
いにも関わらず、人々がネガティブな影響があると
考える背景について考察を加えた。
　Richard Morgenstern 未来のための資源上級フェ
ローは、「環境に関する経済的分析の見通し」の表題
により、便益費用分析に基づくブッシュ政権とオバマ
政権の政策決定における観点の相違について述べた。
　フォーラムでは、edX や Coursera といった近年
急激な展開を見せている大規模オンラインオープン
コース（MOOC ○23 ）に関するセッションも設けられ
ていた。
　Anant Agarwal edX 会長・マサチューセッツ工
科大学電気工学・コンピューター科学教授は、edX
は世界の人々がアクセスすることができる新たな教
育機会であるとし、154,763 人の学生が登録し、7,157
人が履修証明書の発行を受けるなどの数字を示した
うえで、学生が自発的に参加できるよう工夫された
宿題や試験など、その具体的なシステムについて説
明を行った。
　Wendy Newstetter ジョージア工科大学工学部教
育研究・イノベーション担当主任は、教授法につい
て伝統的な教室における教育、実験など相互的な教
育、独立型の教育、オンライン教育という区分を示
し、MOOC が独立型教育とオンライン教育の双方に
またがるものとしたうえで、未だ教育学研究者の関
心は薄く、履修する学生のコンピテンス向上の観点
から見るとその要件を満たしていない点が多いこと
を指摘した。
　Kevin Werbach ペンシルバニア大学ウォートンス
クール准教授は、MOOC を通して実際に授業を行っ
　フォーラムの多くのセッションはいわゆる「科学
のための政策」に関するものであったが、科学的知
見の（科学技術政策以外の）政策形成への反映、す
なわち「政策のための科学」に関するセッションも
二つ設けられていた。
　「より良い政府のための科学的洞察」と題された
セッションは、標題のとおり科学技術、特に社会科学・
行動科学の知見をどのように政策形成の向上に活か
すことができるかをテーマとしたものであった。
　Case R. Sunstein ハーバード大学ロースクール教授
（前大統領府情報・規制室：OIRA○22 室長）は、前職
の OIRA における科学に基づく客観性・独立性と大
統領府経済諮問委員会とも協力した経済的価値の両
面における活動について述べたうえで、合理的な政
策形成について受け手である一般の人々の認識の面
も含め考えられるシステムについて具体的な例示を
含めて説明した。
　Arthur Lupia ミシガン大学社会研究所教授は、異な
るバックグラウンドを持つ人々における社会科学の価
値について述べた。「社会科学の価値は何であるか」と
いうことと「資金配分を行うべき対象であるか」とい
うふたつの疑問に関し、信頼性（credibility）と正当性
（legitimacy）という二つの評価基準から説明を行った。
そして、講演の最後には、最近の議会による NSF の社
会科学研究への支出の禁止等の動きに対し、社会科学
研究が国家にもたらす価値の大きさについて語った。
　「環境に関する規制は、どの程度経済を阻害するか」
と題されたセッションは、いずれの講演者も、環境保
工科大学は、今後も拡大する予定があるが、博士人
材等の点では遅れが見られる等の指摘を行った。
　Jong-Guk Song 科学技術政策研究院（韓国）院長
は、「クリエイティブエコノミー」と名付けられた
韓国の経済政策について報告した。労働力供給の変
化により、今後経済成長の低下が見込まれる状況に
おいて、他国に比べ韓国が劣っている起業を活発化
させる等の政策的枠組みにいての内容であった。
　Gary Goodyear カナダ科学技術担当国務大臣は
カナダの科学技術活動の状況について、研究開発投
資と税制、研究基盤、宇宙部門、物理学、医療といっ
た幅広い視点から報告した。また、海外との関係に
ついて、複数の世界的な水準の大学が世界中から人
材を引き寄せていることや、特に米国との間で緊密
な科学技術協力が実施されていることを報告した。
7 MOOC－大学の新たな教育モデル
6 科学的知見の政策形成への反映
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　2013 年 3 月になって確定した 2013 年度歳出予算
においては、研究開発予算においても 5 パーセン
ト程度の歳出削減対象となったものも多く、アカデ
ミックコミュニティーにとって予算面で希望の持
てる状況にはない。しかしながら、本フォーラムで
は必ずしも予算削減は大きなテーマとなっていな
かった。その背景には、厳しい予算状況が既に現実
のものとなったこと、また、そのような状況にあり
ながらオバマ政権が科学技術に関し手厚い支援を
行う意向を示していることがあると考えられる。そ
して、参加者の関心はむしろ厳しい財政状況におい
て、例えばどのようなファンディングシステムが研
究成果を高めるかなど、研究開発システム全体に向
けられているように感じられた。
略称
① AAAS：American Association for the Advancement of Science
② STEM：Science, Technology, Engineering and Mathematics
③ DARPA：Defense Advanced Research Projects Agency
④ OSTP：Office of Science and Technology Policy
⑤ NSF：National Science Foundation
⑥ DOE：Department of Energy
⑦ NIST：National Institute of Standards and Technology
⑧ NASA：National Aeronautics and Space Administration
⑨アメリカ COMPETES再授権法：America Creating Opportunities to Meaningfully Promote Excellence 
in Technology,Education, and Science Reauthorization Act of 2010 （America COMPETES 
Reauthorization Act of 2010）
⑩ USGCRP：U.S. Global Change Research Program
⑪ NIH：National Institutes of Health
⑫ ARPA：Advanced Research Projects Agency
⑬ USDA：Department of Agriculture
⑭ NCATS：National Center for Advancing Translational Sciences
⑮ BRAIN：Brain Research through Advancing Innovative Neurotechnologies
⑯ CRADA：Cooperative Research and Development Agreement
⑰ ATIP：Agricultural Technology Innovation Partnership 
⑱ CAP：Coordinating Agriculture Projects
⑲ LTAR：Long-Term Agroecosystem Research
⑳ BRCs：Bioenergy Research Centers 
○21 EFRC：Energy Frontier Research Centers 
○22 OIRA：Office of Information and Regulatory Affairs
○23 MOOCs：Massive open online courses
1）　AAAS Forum on Science & Technology Policy, 2013 年 6 月 12 日：http://www.aaas.org/spp/rd/forum/
2）　Office of Science and Technology Policy （OSTP） R&D Budgets, 2013 年 6 月 12 日：
http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ostp/rdbudgets
3）　2013 年度歳出予算法（Consolidated and Further Continuing Appropriations Act, 2013）, 2013 年 6 月 12 日：
http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/PLAW-113publ6/html/PLAW-113publ6.htm
た教員の立場から、この取り組みが非常に興味深い
ものであり、世界中の学生に対しこれまでなかった
教育機会を提供するものであるとしたうえで、研究
を通した人材育成など MOOC では困難なことや、費
用、教員の資質等の検討課題について言及した。
8 おわりに
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出典：
NISTEP REPORT No.153 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP　定点調査 2012），2013 年 4 月，科学技
術政策研究所：http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/1193/1/NISTEP-NR153-FullJ.pdf
遠藤　悟
科学技術動向研究センター　客員研究官
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-index.htm
研究対象は米国を中心とした科学政策。2000年に「米国の科学政策」HPを開設し、
政策動向を発信している。近年は、科学と社会の関係や高等教育等にも対象を拡大し
ている。
4）　科学アカデミー創立 150 周年式典でのオバマ大統領の発言（Remarks by the President on the 150th Anniversary of 
the National Academy of Sciences）, 2013 年 6 月 12 日：
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/04/29/remarks-president-150th-anniversary-national-academy-sciences
5）　The 2014 Budget: A World-Leading Commitment to Science & Research, 2013 年 6 月 12 日：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/2014_R&Dbudget_overview.pdf
NISTEP 定点調査からみる我が国の研究開発資金の状況
科学技術・学術政策研究所では、第 4 期科学技術基本計画期間中の我が国における科学技術やイノベー
ションの状況変化を把握するため、産学官の研究者や有識者への意識定点調査（NISTEP 定点調査）を
2011 年度より実施しています。以下の図は、第 2 回となる 2012 年度の調査における研究費に関す
る意識調査の結果ですが、科学技術に関する政府予算（Q2-16）や、基盤的経費（Q1-18）については、
多くの機関の研究者が、前年と同様、「不充分との強い認識（雨マーク）」または、「著しく不充分との
認識（雷マーク）」を持っているようです。特に国内論文シェアが 1%〜5% の規模である第 2 グルー
プの大学に所属する研究者は「著しく不充分との認識」を持っていることがわかります。
米国連邦政府の予算は、その時々の政策や財政事情により上昇・下降の変化が見られますが、我が国
の研究者にとって研究予算は、低空飛行を続けているという印象のようです。
執筆者プロフィール
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概　　要
科学研究の投資効果測定を目指す
米国のSTAR METRICS事業の
現状と今後の見通し
　国際競争力の確保や社会的課題解決のために科学
技術によるイノベーションへの期待が高まる中、公
　政府の科学投資が雇用、知識創造、健康などにどのような社会的影響（インパクト）をもたらしたか
を解明するための情報基盤を整備する米国の事業（STAR METRICS）は、科学投資の社会的なインパ
クト測定手法を幅広く開発することから、オープンガバメントなどオバマ政権の基本政策の方向性に沿
う形で、連邦政府の競争的資金に関する省庁横断的なデータ基盤整備を図る方向に事業目標を修正して
いる。事業の第一段階では、人事データに限って連邦政府の科学研究投資の労働誘発効果を検証するた
めにデータを蓄積・可視化するシステムが構築された。現在の第二段階では、引き続き国立衛生研究所
（NIH）がホスト機関となり、インプットとアウトプットのデータに重点を置いて、データ蓄積と分析シ
ステムを開発中である。STAR METRICSは、参加機関の財務情報や研究活動の経営分析・ベンチマー
キングや連邦政府機関のファンディング業務での利用など、現場の実情を踏まえた政策情報システムと
して開発・運用とデータ蓄積を進めるとみられる。
キーワード：政策のための科学，研究評価，公的研究開発投資，オープンガバメント，IR（Institutional 
Research）
白川 展之　上席研究官
的研究開発投資がどのような成果を産み、また今後
産み出す可能性を持つかを科学的根拠に基づき評価
し政策過程に反映する社会的要請が各国で高まって
いる。日本でも、文部科学省では 2011 年度から「科
学技術イノベーション政策における『政策のため
表 1　事業開始までの経緯
科学技術動向研究
出典：文部科学省作成資料（参考文献 3）およびAPDU News Letter（参考文
献 4）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
1 はじめに
STT136_レポート2(web用に修正).indd   11 13/07/12   15:57
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STAR METRICS とは？2-1
　STAR METRICS とは、“Science and Technology 
for America’s Reinvestment: Measuring the Effect 
of Research on Innovation, Competitiveness and 
Science”の頭字であり、連邦政府による科学への
投資が雇用、知識創造、保健などにどのような影響・
効果（インパクト）を及ぼしたかを測定するデータ
基盤および分析ツール等の整備・構築を図る事業で
ある。連邦政府、大学、その他機関の連携のもとに
実施することから「省庁横断的なベンチャー的事業」
とも表現されている。
根拠法令等2-2
　本事業開始当初の目的は、米国再生・再投資
法（ARRA①）において、同法に基づく科学投資の
支出・景気刺激効果について、納税者に対する説
明責任を果たすためと説明されていた。これに加
えて、2009 年 1 月 21 日付けのオ－プンガバメント
に関する大統領覚書（Presidential Memorandum 
on Transparency and Open Government）と、2009
年 12 月 8 日付けの行政管理予算局覚書（Office of 
Management and Budget Memorandum）にも事業
実施の根拠を求めている。この前者のオ－プンガバ
メントに関する大統領覚書は、省庁がオンライン上
で情報を取得・ダウンロード・検索されうる一般的
事業の参加機関数とデータ収集の範囲3-1
　連邦政府では、大統領行政府科学技術政策局
（OSTP③）、国立科学財団（NSF④）、国立保健研究
所（NIH⑤ ）が STAR METRICS のリード機関と
なった。これに、大学で研究開発に関わる職員（研
究者、管理者等）と省庁が連携して研究開発推進の
効率化・調整を図るイニシアティブである FDP⑥と
一部の高等教育機関がパートナーとなり、2010 年
1 月にパイロット事業を開始した。パイロット事業
では 2011 年 7 月まで方法論の開発・実証・継続的
改善に取り組むとともに、競争的研究資金のファン
ディングを行う政府機関や高等教育機関に対しプロ
ジェクトへの参加を呼びかけるアウトリーチ・普及
活動にも積極的に取り組んだ。NSF の科学政策の
ための科学の研究助成事業（SciSIP⑦）の初代プロ
グラムディレクターを務め、この事業の立ち上げに
も尽力した Julia Lane 氏は、安全保障上の機密の存
在から情報公開が難しい国防総省（DOD⑧）に対し
てもプロジェクト参加の提案を行うなど、省庁・学
協会等に対し働きかけた。
　こうした省庁横断的な事業普及の取り組みは一定
の成果を見せ、FDP の他に全米の有力な研究型大
学の団体である全米大学協会（AAU⑨）と公立ラン
ドグラント大学協会（APLU⑩）からの協力もあり、
参画研究機関・大学は 2010 年 10 月の正式な事業発
足の段階で 86 機関となった。連邦政府機関では、
環境保護庁（EPA⑪）、農務省（USDA⑫）、エネル
ギー省（DOE⑬）を加えた合計 6 機関が参加・協力
を得た。この結果、これら参加・協力機関のすべて
のデータが得られた場合、金額ベースで NIH の研
究助成額の 3 分の 1、参加・協力機関の合計では金
額ベースで連邦政府全体の科学研究助成半分以上を
カバーするデータ収集を狙える体制となった。
の科学』推進事業」を実施している。米国では 2005
年にマーバーガー前科学担当大統領補佐官が、「科学
政策の科学化」を目指しデータ・モデルとコミュニ
ティ開発を図る「科学政策のための科学」を提唱し
て以来、各国に先駆けて省庁間連携や公募型研究開
発プログラムや情報基盤の整備を推進してきた。
　本稿では、米国政府による科学への投資がどのよ
うな社会的影響（インパクト）をもたらしたかを解
明するため開始された事業（STAR METRICS）に
ついて、これまでの事業展開や今後の見通しを紹介
する。
なデータ形式で公開する旨を定めたものである。ま
た、後者の行政管理予算局覚書では、情報自由法
（FOIR②）の義務付け範囲を超えて有益な情報を積
極的に普及させるために先進的な技術を各省庁が利
用するよう推奨している。
2 事業概要
3 事業の進捗・推移
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表 2　STAR METRICS の計画・目標の推移
事業推進体制の変更・強化3-2
　2011 年 10 月に NIH がホスト機関となり、2012
年 1 月には本事業の新たな段階への移行を見据えて
執行体制を刷新した。エクゼクティブコミッティー
と機関横断ワーキンググループの 2 層の省庁・機関
間の連携組織のもと、ホスト機関の NIH の責任者
が、NIH（2 名）および NSF（1 名）のプログラム
マネージャーを統括する事業推進体制とした。デー
タシステム整備等の実務的な作業は、技術プロジェ
クト・マネージャー（プログラムマネージャーと兼
任）がさらにその下に置かれ、システム開発を行う
業務委託先のベンダーとのプロジェクト進行管理を
行っている。
　事業の実質的な進展を図るこうした体制変更は、
NIH の連邦政府における科学投資の予算額のシェ
アの大きさとその組織能力・ノウハウを反映した
結果とみられる。NIH は、米国再生・再投資法
（ARRA）における科学研究投資額が最も多かった。
何より、NIH には、根拠に基づく医療（EBM⑭）に
不可欠の情報基盤となっている学術文献データベー
ス PubMed を実質的に運営注 1）するなど、ライフイ
ノベーション関連の各種データベースを、学術文献
のオープンアクセス化といった学術情報流通政策と
ともに強力に牽引・実施してきた実績がある。
　ただし、NIH の担当部署では、STAR METRICS
の情報システムの開発は、付随的業務の位置付けで
実施している。しかし、事業のシステム開発・調整
には相当の人役・エフォートが必要で、実質的には
フルタイムの人員が複数張り付く状態だという。
事業目標の変更・修正3-3
　STAR METRICS で は、 大 変 な 試 行 錯 誤 の 末
に 2012 年 4 月に事業目標が修正された。当初は、
フェーズ 1 とフェーズ 2 という 2 段階の計画が、レ
ベル 1 とレベル 2 という 2 段階に分けてデータ基盤
とツールの整備を行う計画に変更されている（表 2）。
連邦政府による科学投資の社会的インパクト測定手
法の開発という政策科学として挑戦的な目標を掲げ
た当初の事業目標から、先進的技術を活用した政府
情報の公開のためのデータフローを蓄積・分析する
科学技術・学術情報関連の実用的な基盤整備事業へ
と現実的な方向に軌道修正を図ったとみられる。
　この結果、科学政策の透明性を確保するための情
報基盤の構築・データ蓄積を図るという変更後の事
業目標設定は、オープンデータ・オープンガバメン
トなどオバマ政権の基本政策の下で一定の位置付け
を得る整理になっている。
注1　NIH に、国立医学図書館（NLM⑮）の一部門の、国立生物工学情報センター（NCBI⑯）が置かれ、
PubMed が運営されている。
出典：所期の事業計画の表現については、（参考文献 5）から、修正された目標については（参考文献 1）をもとに、科学技術
動向センターにて作成
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　レベル 1 のデータ整備では、現場の過度の事務負
担を避けるために、整理・正規化を行うデータは、
競争的資金の種目、被雇用者の種別（研究員・研究
補助者等の区分）、業務従事割合（フルタイム換算
データ）や間接経費込みの人件費総額など人事関連
の 14 項目に限定された。参加研究機関は、データポ
リシーに従ったフォーマットで 4 半期毎にデータを
提出すると、データの質の確認・処理の後レポート
が返される仕組みである。
　以下の図 1 及び図 2 には、これまでの事業の成果
例を示す。
　図 1 は、開発されたシステムと収集されたデータ
による連邦レベルでの成果例である。ここでは、レ
ベル 1 の事業に参画した機関数について州別に可視
化されている。図 2 は、参加機関・地域レベルの成
果例である。図 2 では、インディアナ州の参加機
関である Purdue 大学と Indiana 大学に関する 2011
財政年度における連邦科学投資による雇用誘発効果
に関する情報について可視化した例である。
図 1　レベル 1 の成果例（1）：STAR METRICS に参加し
ている州別機関数
図 2　レベル 1 の成果例（2）インディアナ州における連
邦科学投資のもたらす雇用誘発効果：大学キャンパ
ス別の被雇用数の可視化
出典：参考文献 1 出典：参考文献 2
　現在実施中のレベル 2 の目標は、連邦政府所管の
ファンディングエージェンシーの科学研究助成に関
して、幅広い範囲のインプットおよびアウトプット
に焦点を置いたデータを連邦政府機関とその他の利
害関係者に対し提供することである。機関レベルの
合意のもと、NIH が、EPA、NIH、NSF、USDA の
データを収集し、他の参画 3 機関はデータベース構
築に際して概念実証に必要な協力を行う。現在、技
術的実装計画を策定し、パイロット版のシステムを
開発中であり、構築・テスト・修正が繰り返されて
いる。
　データ整備は、アウトカムよりも予算配分とアウ
トプットのリンクに重点が置かれている。これまで
のところ、2012 年財政年度を中心として参加・協
力 6 機関の 7 万 6 千件の助成プロジェクトがウェブ
ベースで開発したデータシステムに入力され、財政
年度、助成機関、州・群等の位置等のデータ項目や
プロジェクトの概要・結果等が検索可能になってい
る。技術的課題としては、データ整備上はテキスト
検索、下院選挙区別検索、機関・プロジェクト等詳
細情報との接続などが挙げられている。特に、政策
形成過程での実際的な利用を想定して、下院選挙区
別検索のためのデータの付加が、重要な取り組み事
項とされている。
　システム運用では、機関の実情と個人情報の保護
に配慮しつつ、政府の科学投資の透明性を高める方
針である。研究者個人の給与など個人情報や人事・
業績評価とも直結するデータが蓄積されていること
から、機微に触れる情報と公開すべき情報を層別し、
連邦政府機関関係者のみにアクセス制限を設けるな
どの運用を考えているという。一方、参加機関・大
学の側では、大学運営上の評価・意思決定・計画策
定支援を行う情報分析である IR⑰と事務システムの
合理化の観点から開発を進めている。財務情報や研
究活動のベンチマーキングを行う測定・評価手法や
そのレポートの様式を共同で開発するほか、オープ
ンソースのソフトウェアを用いた大学間でのソース
コードの共用化などが検討されている。
　こうした状況から、STAR METRICS の今後は、
4 これまで（レベル 1）の事業成果
5 今後（レベル 2）の状況・見通し
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図 3　成果実装イメージ例：外部研究資金による下院選挙
区別雇用誘発効果（Purdue 大学および Indiana 大学）
出典：参考文献 2
1）　Update on the State of STAR METRICS, George Chacko：http://sites.nationalacademies.org/PGA/fdp/PGA_081164
2）　STAR Metrics:  Data Consistency, Marietta Harrison：http://sites.nationalacademies.org/PGA/fdp/PGA_081164
3）　科学技術学術審議会総会（第 36 回）平成 23 年 5 月 31 日資料 1「科学技術イノベーション政策のための「政策のため
の科学」の推進について」：
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2011/07/01/1307169_01.pdf
4）　Science and Technology for America’s Reinvestment Measuring the Effects of Research on Innovation, 
Competitiveness, and Science （STAR METRICS）, George Chacko, et.al., Association of Public Data Users 
Newsletter：http://www.amstat.org/misc/NewsletterArticleSTAR_METRICS.htm
5）　遠藤悟ホームページ「米国の科学政策」STAR METRICS：
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-ron.star_metrics.htm
幅広い国民・利害関係者への説明責任を果たすため
の科学投資の社会・経済的効果の測定の方法論開発
を長期的視野に入れつつも、連邦政府機関がファン
ディング業務の際に利用できる現場の実情を踏まえ
た実用的な政策情報システムとして、開発・運用と
データ蓄積が進むものとみられる。
謝辞　この種の政策効果（インパクト）を測定する
困難性・試行錯誤は、世界共通である。公開資料で
はわかりにくい点も多い。本稿の執筆に際し、関係
者のコメントやそのニュアンスも含め、有用な情報
提供・助言をいただいた（独）新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）ワシントン事務所新川達
也前所長（現：経済産業省資源エネルギー庁電力・
ガス事業部原子力発電所事故収束対応室長）、前野武
史副所長に御礼申し上げる。
略称
① ARRA：American Recovery and Reinvestment Act of 2009
② FOIR：Freedom of Information Act
③ OSTP：White House Office of Science and Technology Policy
④ NSF：National Science Foundation
⑤ NIH：National Institute of Health
⑥ FDP：Federal Demonstration Partnership
⑦ SciSIP：Science of Science & Innovation Policy program
⑧ DOD：United States Department of Defense
⑨ AAU：the Association of American Universities
⑩ APLU：the Association of Public and Land Grant Universities
⑪ EPA：Environmental protection Agency
⑫ USDA：United States Department of Agriculture
⑬ DOE：United States Department of Energy
⑭ EBM：Evidence-based medicine
⑮ NLM：National Library of Medicine
⑯ NCBI：National Center for Biotechnology Information
⑰ IR：Institutional Research
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6）　Contact: Kevin Boatright, Office of Research & Graduate Studies, 785-864-7240, Associate vice chancellor accepts 
visiting assignment with the National Science Foundation, May 21, 2012：
http://archive.news.ku.edu/2012/may/21/rosenbloom.shtml
7）　Office of Management and Budget （OMB） Memorandum: Presidential Memorandum on Transparency and Open 
Government （Jan. 21, 2009）：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/assets/memoranda_fy2009/m09-12.pdf
8）　Office of Management and Budget （OMB） Memorandum: Open Government Directive（Dec. 8, 2009）：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/assets/memoranda_2010/m10-08.pdf
9）　RESEARCH INSTITUTION PARTICIPATION GUIDE, in STAR METRICS website：
https://www.starmetrics.nih.gov/Star/Participate#calculatingjobs
10）  Science and Technology Priorities for the FY 2012 Budget（July 21, 2010）：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/assets/memoranda_2010/m10-30.pdf
白川　展之
科学技術情報分析ユニット　上席研究官
http://www.nistep.go.jp/
広島県職員を経て研究者に。2008 年 9 月より現職。科学技術予測などに従事。専門は、
イノベーション政策・公共経営・評価。農業から保健・医療など幅広い分野の技術マ
ネジメント・産学連携の経験から、科学技術にとどまらない幅広いイノベーションを
研究。
執筆者プロフィール
コラム
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イノベーション政策のデータ基盤に関する日本での議論
　科学技術・学術政策研究所では、文部科学省の科学技術イノベーション政策における「政策のため
の科学」推進事業の一環として、エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の基礎となる体系
的なデータ・情報基盤の構築を進めている。多くの専門家が指摘している重要課題は、ミクロデータ
の利用、複数データベースの接続の 2 点である。つまり、各種政策の効果の分析や大学等における研
究開発の構造的な分析には、従来の集計データのみでは不十分であり、ミクロデータ利用のニーズが
非常に大きい。また、複数のデータベースを用いた横断的な分析の必要性から、データベースの接続
に大きな関心が寄せられている。さらに、データ・情報基盤構築が政策評価に役立つ意義とともに、デー
タ・情報基盤の構築に際して、研究者と政策担当者の相互交流と国際的な交流が不可欠との指摘が出
されている。
出典：
NISTEP NOTE（政策のための科学）No.3「科学技術イノベーション政策のための科学」におけるデータ・情報基盤
構築の推進に関する検討、2012 年 11 月、科学技術政策研究所　科学技術基盤調査研究室
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ガバメント 2.0
―データガバメントと
住民参加型行政の2つの方向性―
　世界各国の政府は、情報やデータの開示および
オープン化を進めており、実際に、各国でデータガ
バメント「data.gov」が稼働し始めた。日本でも、日
本再興戦略1）の一環として、2013 年度末までには日
本版 data.gov を試行的に立ち上げ、2014 年度初め
から本格稼働を予定している。しかし、data.gov の
背景や本質を理解した上で事業を進めなければ、決
して有用なものとはならない。それには、「ガバメ
ント 2.0」というキーワードが参考になる。
　ガバメント 2.0 とは、（米）オライリ ・ーメディア
社の創設者 Tim O’Reilly 氏が 2009 年に提唱した概
念であり、彼の主張は、「政府はプラットホーム化し
なければならない」ということである2）。情報・通信
分野で決定的な勝者になったのは、プラットホーム
企業である。例えば、Microsoft 社は会社や家庭にパ
ソコンを普及させ、Google 社は広告収入で運営され
　世界各国の政府は、データのオープン化を進めており、データガバメントが立ち上がりつつある。日
本でもデータガバメントの開始が決まったが、その本質を理解しておく必要があり、ガバメント 2.0 と
いうキーワードが参考になる。ガバメント 2.0 とは、国民や行政に新たな挑戦の場を与えることである。
つまり、データガバメントの目的は、加工や分析が可能なマシンリーダブルな形式でデータを公開し、
データを使った新たなサービスやビジネスの創造を可能とすることである。マシンリーダブルなデータ
は数値や言葉の羅列であることが多く、利用者がデータを取得・加工・分析できるツールやアプリも同
時に提供することが望まれる。ガバメント 2.0 のもう 1つの方向性は、住民が積極的に参加する地方行
政であり、行政は、問題点や情報を共有しながら、市民と協働することが重要である。問題を共有する
ためのツールやアプリが必要不可欠であり、その作成のためには、web 技術者と政府や地方自治体とを
結びつける仕組みが重要である。
キーワード：マシンリーダブル，公共データ，オープンデータ，データツール，データシティ鯖江
市口 恒雄　特別研究員
る膨大なスタートアップ企業群を生み出し、Apple
社はアプリ開発の企業を生み出して携帯電話の価
値を高めた。これらの企業は、「第三者に新たな挑戦
の場を与える」ことにより成功した。つまり、政府
のプラットホーム化とは、「IT 技術によって国民や
市民そして行政に新たな挑戦の場を与えること」で
ある。
　ガバメント 2.0 は電子政府のことかと言えば、決
してそうではない。単なる IT 化では、国民や市民
に新たな挑戦の場を与えることはできないからで
ある。それでは、ガバメント 2.0 とは具体的にどの
ようなことであり、我々はどの様にそれを実現すれ
ば良いのであろうか？
　実現のための 1 つの方向性は、行政の透明化と公
共データのオープン化である。しかし、単なるオー
プン化ではなく、市民が積極的に利用できる web
サービスを提供しなければならない。米国オバマ
大統領は、2009 年の就任時に、オープンガバメン
トに対して、「透明性」（transparent）、「国民参加」
（participatory）、「協業」（collaborative）という 3
科学技術動向研究
概　　要
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原則を示した3）。この様な背景から生まれたのが、
data.gav であり、ガバメント 2.0 の 1 つの形態であ
る。データは加工可能な形で提供されるので、国民
はそのデータを使って新たなサービスや事業を始
めることができる。
　もう 1 つの方向性は、市民から行政への情報提供と
その情報や問題の市民間の共有である。国民や市民の
意見を聞くというだけでは、ガバメント 2.0 ではない。
行政は市民からの情報に即応し、即応できない場合に
は市民と情報を共有し、場合によってはボランティア
に対応を任せることも重要である。ボランティアによ
る「Do It Ourselves 型」の公共事業または公共社会
へと発展し、市民と地方行政はより密接に連携するこ
とになる。世界中の多くの市町村は、「シークリック
フィックス（SeeClickFix）」4）というアプリを利用して
市民参加を促した上で、行政サービスを向上させてい
る。このような Do It Ourselves 型の公共政府も、ロー
カルガバメント 2.0 の 1 つの側面と言える。
　世界各国の政府は、政府が持つ情報やデータの開
示およびオープン化を進めつつある。具体的には、
data.gov（米国）、data.gov.uk（英国）、data.gov.sg （シ
ンガポール）、data.gov.au（オーストラリア）であ
る。特に進んでいるのが図表 1 に示す米国の data.
gov5）で、2013 年 4 月末時点で、171 の行政機関が
参加し、373,029 のデータセットと、1,209 のデータ
ツールを提供している。また、312 のアプリと 137
のモバイルアプリも提供している。（7 月 2 日時点
では、75,714 のデータセット、137 のモバイルアプ
リと 349 の投稿アプリ、295 の政府 API を提供し
ている。）
　英 国 の data.gov.uk は、2013 年 7 月 2 日 時 点 で
9,596 のデータセットが公開され、投稿されたアプ
リも含め多数のアプリが提供されている。天気情
報や交通（事故）情報を取得するアプリが人気が
高い。シンガポールの data.gov.sg は、キーワード
を入力してデータセットを探す仕組みになってお
り、最も良くダウンロードされているのは、税収
や予算関連のものである。オーストラリアの data.
gov.au は、114 の行政機関が参加し、1,126 のデー
タセットと 20 のアプリが提供されている。
　データセットは、加工や分析が可能なマシン
リ ー ダ ブ ル な フ ォ ー マ ッ ト（CSV, XLS, XML, 
RSS, RDF など）で提供され、利用者がデータ
セットを取得・加工・分析できるアプリも同時に
提供される。また、API（Application Programming 
Interface）も公開されており、API を利用したデー
タの自動取得も可能である。もし、API が公開さ
れていなければ、政府データを使った新たなサービ
スやビジネスを創造することは困難であり、データ
ガバメントに利用できる様々なアプリすら開発でき
ない。単に政府データを公開するのではなく、利用
者が加工・分析しやすい形でデータを提供すること
がデータガバメントにとって重要である。
　政府データを上手く利用している 1 つの実例は、
（米）Wolfram Research 社がサービス提供してい
る Wolfram¦Alpha であろう6）。「世界の知識を計算
可能にする」ことを謳ったこのサービスは、政府デー
タを取り込み、利用者が入力した様々な質問に答え
てくれる。例えば、「米国で人口が多い都市は？」
とか「小麦の生産量は？」などの質問に、その答え
を返すだけでなく、関連する情報も提示してくれる。
これは、政府データがマシンリーダブルであるから
できることである。
　日本でも、オープンガバメント化の流れは避けら
れず、首相官邸の高度情報通信ネットワーク社会推
図表 1　米国の data.gov
出典：参考文献 5
日本の状況2-2
2 公共データのオープン化
世界各国のデータガバメント2-1
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進戦略本部（IT 総合戦略本部）は 2010 年 5 月に「新
たな情報通信技術戦略」7）を公表し、「オープンガバ
メント等の確立」が明記された。そして、同年 7 月
には「オープンガバメントラボ」8）が開始され、また、
内閣官房、総務省、経済産業省は、意見募集サイ
ト「オープンデータアイデアボックス」（2013 年 2
月 1 日から 28 日まで）を開設し、オープンデータ
に関する意見募集を行った。
　2013 年 6 月に、高度情報通信ネットワーク社会
推進戦略本部は「世界最先端 IT 国家創造宣言」9）を
策定し、6 月 14 日に閣議決定された。同宣言にお
いては、「ビジネスや官民協働のサービスでの利用
がしやすいように、政府、独立行政法人、地方公
共団体等が保有する多様で膨大なデータを、機械
判読に適したデータ形式で、営利目的も含め自由
な編集・加工等を認める利用ルールの下、インター
ネットを通じて公開する」としている。データは、
機械判読に適した形式、つまりマシンリーダブルな
形式であるべきことが明記されている。また、同
日に閣議決定された日本再興戦略1）では、「公共デー
タの総合案内・横断的検索を可能とするデータカ
タログサイト（日本版 data.gov）を本年（2013 年）
秋までに試行的に立ち上げ、地理空間情報（G 空間
情報）、調達情報、統計情報、防災・減災情報など
優先的に民間開放すべき情報について当該サイト
に掲載し、来年度（2014 年度）から本格稼働させる」
としている。
　この様な状況の中で、小規模ながら一足先に、
欧米のデータガバメントに近い活動をスタートさ
せたのは、福井県鯖江市の「データシティ鯖江」10）
である。鯖江市は、「情報を多方面で利用できる
XML，RDF で積極的に公開するデータシティ鯖江
を目指しています。近年、欧米各国を中心として、
電子行政の新たな手法として、行政機関がウェブを
活用して積極的にデータの提供や収集を行うこと
を通じて、行政への国民参加や官民協働の公共サー
ビスの提供を可能とし、促進して行こうとするオー
プンガバメントの運動が起こってきています。（途
中略）鯖江市でもこの方向性を受け、できるところ
から、取り組んでいきます」としている。現在のと
ころ、23 種類のデータセットとそれらを利用する
ためのアプリが提供されている。例えば、公共トイ
レの位置情報が公開されているので、現在地から
一番近い公共トイレをスマートフォンの地図情報
に重ねて探せるといったサービスがある（図表 2）。
鯖江市はマシンリーダブルなデータの公開だけで
なく、それを取り扱うことのできるアプリの重要性
も認識し、アプリコンテストの開催やアプリ作成ボ
ランティアの募集など、アプリ作成を積極的に行っ
　Web の社会に対する影響度および接続環境や
インフラ整備などを評価した Web Index 2012 が
World Wide Web 財団によって発表された13）。51
種類の 1 次データに加え、複数の国際機関のデー
タを評価指標としたものである。1 次データの中か
ら政府のオープンデータに関係する以下の 14 種類
のデータ選び、それを基に「オープンデータイン
デックス」14）も同時に発表された。
ている。
　また、「WHERE DOES MY MONEY GO?」11）とい
う横浜のサイトがある。これは、英国の同名サイ
トの横浜版であり、自分の年収を入力すれば、横
浜市のオープンデータを使って、自分が払った税
金が何にいくら使われたかを計算してくれる。現
在は横浜版だけだが、このサイトは各自治体や日
本政府の一般会計、特別会計、公営企業会計へと
対象を広げることを計画している。
　研究者が対象ではあるが、マシンリーダブルな
データが有効に提供されている例として、（独）防災
科学技術研究所の強震観測網（K-NET, KiK-net）12）
のデータ公開があげられる。地震波形とともに数値
データを含む生データやそれを解析・加工するた
めの各種ツールが提供されている。図形として波形
データが提供されていれば、人間の目には見やすい
が、コンピュータで解析したり加工したりすること
は難しい。しかし、波形をデジタルデータとして提
供していれば、そのデータをコンピュータに取り込
んでの解析や加工が容易となる。
出典：参考文献 10
図表 2 　「データシティ鯖江」のトイレ地図アプリ
各国政府のオープンデータ進捗度2-3
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（1）政府機関のオー
プンライセンス
使用の割合
（2）貿易に関する政
府データのWeb
公開
（3）政府各部門の予
算と実支出に関
する詳細データ
の web 公開
（4）医療（病院およ
び 医 者 ） の パ
フォーマンスに
関 す る 政 府
　　 データのweb公
開
（5）教育のパフォーマンスに関する政府データ
の web 公開
（6）交通機関に関するデータや計画のweb 公開
（7）国民統計（年齢・収入・選挙など）のweb 公開
（8）地図データのweb 公開
（9）web 上での納税申告の容易さ
（10）公共機関（警察署や図書館など）への連絡
　　 先情報
（11）犯罪データのweb 公開
（12）政府データへのマシンリーダブルな形式での
　　 アクセス容易性
（13）具体的なオープンガバメント政策の実施
（14）政府データを利用した新サービス（新ビジ
　　 ネス）の創造
　これらの指標を用いて総合評価した 61 カ国のス
コア（最高値 1.407、最低値－1.536、平均値 0）が
公表されており、図表 3は、上位 20 カ国について
のスコアである。トップの米国がスコア 1.407 であ
るのに対して 19 位の日本のスコアは 0.487 である。
　著者 Jose M. Alonso 氏も指摘しているとおり、
Web Index 2012 の総合評価トップのスウェーデン
がオープンデータインデックスでは 30 位（スコア
0.205）となるのは興味深い現象である。総合評価
22 位のメキシコと 11 位のシンガポールは、オープ
ンデータインデックスではそれぞれ 2位（スコア
1.263）と 3位（スコア 1.246）となる。政府のオー
プンデータ化の指標は確立しているわけではない
が、一般的なWeb 指標とは異なったものとなるこ
とは予想される。
　Web Index 2012 では、日本は世界第 3位の経済
国だが、総合評価で 20 位と予想外に順位が低いと
して、特別なコメント「Spotlight on: japan」を掲
載している。それによれば、日本の順位が高いのは、
Web コンテンツ（世界 10 位）、社会的インパクト（12
位）、情報インフラ（14 位）、経済的インパクト（16
位）であり、順位が低いのは政治的インパクト（61 ヶ
国中 30 位）である。さらに、「日本は、ITを用い
た政府の効率化に関して平均点以下である」13）とコ
メントしている。
出典：参考文献 14
　全米を中心に世界中の 2万 5千以上の市町村で、
「SeeClickFix」4）というアプリが利用されている。
市民が問題を発見した時、スマートフォンなどで報
告し、行政機関はそれに対処するというシステムで
ある。一部は無料で使えるが、基本的には月額 400
ドル程度で利用可能である。過去 90 日間の実績を
基に、トップパフォーミングシティとして市町村名
が公表され、シカゴ市やワシントンDCが、つねに
トップランクに入っている。
　図表 4は、シカゴ市の例で、陸橋上で事故があり、
橋脚の強度劣化が心配されるので検査をして欲しい
という要望が寄せられている。スマートフォンのカ
メラで撮影して送ると、位置情報も同時に送られて
地図表示がされる。この様に、要望や問題点を写真
で報告することにより、行政サービスの迅速な対応
を可能とするシステムである。簡単な補修などは、
ボランティアが自主的に対応するという状況も増加
している。急病人の発見を報告した通行人にAED
図表 3　世界各国のオープンデータインデックス
3 情報共有と市民の行政参加
住民参加型の地方政府3-1
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の場所と使い方を知らせて、救急車の到着までの対
応を依頼することによって人名が救われた例も報告
されている。SeeClickFix は、NHK のクローズアッ
プ現代「ガバメント 2.0 市民の英知が社会を変え
る」15）で紹介された。日本語にも対応しているので、
日本の地方自治体も利用可能である。
　SeeClickFix によく似たアプリに、英国の公共団
体「mySociety」が開発した「FixMyStreet」16）があ
る。日本でも、札幌の web 開発会社ダッピスタジ
オが日本語版の「FixMyStreet Japan」17）を開発し
た。現在のところ無料で、本格利用については「市
民と行政の双方でその目的や趣旨を共有しておく必
要がある」としているが、落書きなどの報告が各市
町村別にすでに掲示されている。千葉市は、この
FixMyStreet Japan を利用して市民サービスを行う
予定であり、市民側も社会を作り上げるのは自分た
ちだという意識に変わっていく必要があるとしてい
る。適切で有用なアプリは、市民の意識改革を促し、
行政と市民との協業を可能にする。
　以上述べてきたように、行政と市民を繋ぐアプリ
の役割は重要である。そして、データガバメントに
おいても、マシンリーダブルなデータを提供する限
り、それを扱うツールやアプリが必要である。実
際に、米国の data.gov は多くのデータツールやア
プリを提供している。人間が見てわかりやすいデー
タとコンピュータが読み込めるデータとは異なる。
マシンリーダブルな
データは、数値や言
葉の羅列であること
が多く、加工可能で
はあるが人間が直接
に読み取ることは想
定されていない。そ
こで、データを扱う
適切なツールやアプ
リも同時に提供する
ことが求められる。
　しかし、行政担当
者には、ツールやア
プリを作成すること
は負担であるし、使
い易いツールやアプ
リを作成できるとは
限 ら な い。 そ こ で、
米国の「Code for America」18）という試みが参考に
なる。
　Code for America は、web 技術者と地方自治体
を結びつけることにより、地方自治体のオープン
化と住民参加の効率化を推進する目的で、2009 年
に設立された非営利団体である。2011 年から web
技術者を 1 年間地方自治体に派遣するフェロー
シッププログラムが始まった。2011 年には、web
技術者 20 名が、ボストン、フィラデルフィア、ワ
シントン DC、シアトルの各市に派遣され、自治体
職員と協力しながらウェブツールやアプリの開発
を行った。2012 年には 26 名の web 技術者が選ば
れ、8 つの市に派遣された。
　このプログラムの中で開発されたアプリの 1 つ
が前述の「SeeClickFix」である。開発された全て
のツールやアプリは、オープンソースとして全て
の地方自治体が有料または無料で利用が可能であ
る。ツールやアプリには作者の著作権や価値（あ
るいは価格）が発生する。その著作権や価格にど
う対応していくのかは日本でも重要な課題となる
と思われる。
図表 4　「SeeClickFix」のシカゴの例
出典：参考文献 18
　ガバメント 2.0 の向かう 1 つの方向は、行政の透
明化と公共データのオープン化である。しかし、単
なるオープン化ではなく、分析・加工が可能な形
式、つまりマシンリーダブルな形式でのデータ提供
が重要である。加工可能な形でデータが提供されれ
ツールやアプリの重要性3-2
4 まとめと提言
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ば、そのデータを使って国民は新たなサービスやビ
ジネスを始めることが可能となる。実際に、マシン
リーダブルな形式でのアクセス容易性や政府デー
タを利用した民間サービス（ビジネス）の創造容易
性が、各国政府のオープンデータ進捗度の重要な指
標として扱われている。
　世界でもこの様な形でのデータガバメントが始
まっており、最も進んでいるのが米国の「data.gov」
である。マシンリーダブルなデータは、数値や言葉
の羅列であることが多く、加工可能ではあるが人間
が直接読み取ることを想定していない。そこで、そ
のデータを扱うツールやアプリが必要となる。実際
に、「data.gov」は多くのデータツールやアプリを提
供している。
　ガバメント 2.0 の向かうもう 1 つの方向は、住民
が積極的に参加する「Do It Ourselves 型」の地方行
政である。行政は、問題点を市民と共有しながら、
市民と協業していくことが重要である。それには、
例えば、「SeeClickFix」や「FixMyStreet」の様な
ツールやアプリが不可欠であり、web 技術者と政府
や地方自治体とを結びつける Code for America の
ような仕組みも重要である。
1）　日本再興戦略 -JAPAN is BACK- （平成 25 年 6 月 14 日）：
http://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/06/20/20130614-04.pdf
2）　“Gov 2.0: It's All About The Platform” by Tim O’Reilly （Sep. 4th, 2009, TechCrunch）：
http://techcrunch.com/2009/09/04/gov-20-its-all-about-the-platform/
3）　“Transparency and Open Government” （Memorandum for the heads of executive departments 
and agencies, Jan. 20th, 2009）： 
 http://www.whitehouse.gov/the_press_office/Transparency_and_Open_Government
4）　SeeClickFix：http://ja.seeclickfix.com/
5）　米国のデータガバメント data.gov：http://www.data.gov/
6）　Wolfram¦Alpha：http://www.wolframalpha.com/   および
科学技術政策研究所講演録 -246「Wolfram¦Alpha: 情報、計算、そして知の新時代」（2009 年 10 月）
7）　新たな情報通信技術戦略（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 , 平成 22 年 5 月 11 日）：
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/100511honbun.pdf
8）　オープンガバメントラボ：http://www.openlabs.go.jp/
9）　「世界最先端 IT 国家創造」宣言（平成 25 年 6 月 14 日）：
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/it_kokkasouzousengen.pdf
10）  データシティ鯖江：http://www.city.sabae.fukui.jp/pageview.html?id=11552
11）  WHERE DOES MY MONEY GO?（税金はどこへ行った？）：http://spending.jp/
12）  （独）防災科学技術研究所強震観測網（K-NET, KiK-net）：http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/
13）  Web Index 2012 （World Wide Web Foundation）：http://thewebindex.org/2012/10/2012-Web-Index-Key-Findings.pdf
14）  Introducing the open Data Index：http://www.webfoundation.org/2012/09/introducing-the-open-data-index/
15）  NHK、クローズアップ現代「ガバメント 2.0 市民の英知が社会を変える」：
http://www.nhk.or.jp/gendai/kiroku/detail_3326.html
16）  FixMyStreet：http://www.fixmystreet.com/
17）  FixMyStreet Japan：https://www.fixmystreet.jp/
18）  Code for America：http://codeforamerica.org/
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オランダ・フードバレーの取り組みとワーヘニンゲン大学の役割
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　日本にとって、食と農の競争力強化は、今後の国の
成長を支える重要な柱の 1つである。2013年 6月 14
日に閣議決定した「日本再興戦略」では、日本の食と
農の産業の国際競争力を高め、一大輸出産業として開
花させるという大きな展望が広がっている1）。これは
同時に、日本国内の雇用の創出や、貿易に占める輸出
額の拡大など、現在日本が直面している課題の解決の
一助となることも期待されている。
　また農業の競争力強化は、土地のあるところが出発
点となることから、最初から地域振興とセットであ
るというところが大きな特徴である。農業における高
付加価値化はそのまま地域経済の活性化につながる。
加えて、食品産業全体として捉えると、加工、流通、
販売など、他の産業の知見を取り入れることによって
　オランダは、EU圏内の大消費地へ農産物を送り届けることを戦略的に強化してきた結果、農産物の
輸出額は世界第 2位を保持している。その背景にあるのが、フードバレーと呼ばれる食の科学とビジ
ネスに関する一大集積拠点である。1997 年に顧客志向で商品やサービスを創造する世界規模の食品研
究開発拠点を築くべく、産学官が一体となってワーヘニンゲンに集積したのが始まりで、その後、ワー
ヘニンゲン大学と近隣の研究機関を統合して、ワーヘニンゲン大学リサーチセンター（ワーヘニンゲン
UR）が設立された。
　ワーヘニンゲンURの戦略の特徴は、企業の課題解決や新商品開発などのニーズに敏感に反応した研
究体制が敷かれている点にあり、その結果、現在ではワーヘニンゲンURは世界の農業科学分野におい
て大きな存在感を示している。特にフードテクノロジーの領域では高い競争力を保持するに至ってお
り、社会科学的なアプローチや持続的な発展を志向した高度専門人材の発掘・育成にも力を入れてい
る。このようなフードバレーの取り組みは、日本で農と食の産業クラスターの構築を設計する場合に参
考とすべき点も多い。
キーワード：オランダ，フードバレー，ワーヘニンゲン大学，食と農，産業クラスター
新たな付加価値を生み出すことが期待される。
　このような期待や展望の背景には、次の2つの認識
が存在している。1つ目は、世界の食料需要の増加で
ある。世界的な人口増加や新興国における所得水準の
向上により、付加価値の高い農産物や加工食品の需要
は確実に増加すると見込まれている。この巨大市場の
拡大を日本の農産業に取り込むことで、日本経済の成
長を加速させたいという思いがある。
　2つ目は、日本の食と農の国際競争力には、まだ多
くの伸びしろが存在するという認識である。日本は安
全で高品質な食品を提供する技術を有している一方、
産業として捉えた場合は規模やコストの面で多くの
上積みが期待されている。
　このような観点をいち早く取り込み、実際に成功さ
せているのがオランダである。オランダは、土地の多
くが肥沃とは言えない不利な農業条件にも関わらず、
伝統的な交易の交差路としての強みを活かして、EU
科学技術動向研究
オランダ・フードバレーの取り組みと
ワーヘニンゲン大学の役割
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圏内の大消費地へ農産物を送り届けることを戦略的
に強化してきた。その結果、米国に次ぎ世界第2位の
食料輸出国として農業分野で高い競争力を保持する
に至っている。特に野菜や果物、花卉類の輸出は世界
一となっている。そこで本稿では、オランダのフード
バレーの取り組みを紹介するとともに、その中心的な
役割を果たしているワーヘニンゲン大学の活動につ
いて概説する。
　オランダは国土面積 4.15 万 km2（九州 4.22 万
km2）、人口 1659 万人、GDP約 6千億ユーロで、
歴史的に海路を活かした貿易が盛んな国として知
られる。ライン川下流の低湿地帯に位置し、国土の
おおよそ 4分の 1が海面より低い干拓地で、最高
地点も 322 mとほぼ平坦な地形をしている。2010
年の農産物の輸出額はおおよそ 595 億ユーロで米
国に次いで世界第 2位の規模を誇っている。ただ
し、加工貿易が盛んな分、原材料や飼料としての
農産物の輸入も多く、約 365 億ユーロの農産物を
輸入している2）。このように同一産業内で輸出額と
輸入額がともに大きくなるのはEU各国の貿易の
特徴となっている。それでもオランダの農産業が
これほど注目を集めるのは、輸出額と輸入額の差
（輸出入超過額）の大きさで、約 230 億ユーロとい
う輸出超過額は、同じようにEU域内の農業国とし
て知られるフランスの約 2倍である（図表 1）。こ
の値から、オランダの食品加工産業の付加価値の
高さがうかがえる。
　このようなオランダの農産業の強さの背景にある
のが、フードバレーと呼ばれる食の科学とビジネ
スに関する一大集積拠点である。フードバレーと
は、オランダの首都アムステルダムから南東方向約
80 kmに位置したところにあるオランダの食品関連
企業と研究機関が集積した地域を総称した呼び名
で、1997 年に顧客志向で商品やサービスを創造す
る世界規模の食品研究開発拠点を築くべく、産学官
が一体となってワーヘニンゲンに集積したのが始ま
りとされる3）。その後、ワーヘニンゲン大学とその
近隣に集まる研究機関を統合して、ワーヘニンゲン
大学リサーチセンター（ワーヘニンゲンUR）が設
立された（図表 2- ②）。
　図表 3に、ワーヘニンゲンURの組織構成と人員
規模を示す。ワーヘニンゲン大学は農業技術・食品
科学部、動物科学部、環境科学部、植物科学部、社
会科学部の 5学部で構成されており、学生数は約
8000 人、教職員は約 2950 人となっている4、5）。また、
農業、畜産、流通、環境、経営など、農業に関連す
る総合的な知識を学ぶ機関として、ファン・ハル・
ラーレンスタイン応用科学大学がある。
　そして、試験・応用・開発研究を担う専門機関と
して、食品・生物学研究所、畜産・獣医学研究所、
アルテラ自然環境研究所、国際植物研究所、LEI イ
ノベーション研究センター等がある。これらの機関
では、食品の品質検査や加工、保存に関する試験等
の様々な研究サービスが提供されている。食品関連
企業にとっては、これらの機関の持つ最新設備や専
門人材へのアクセスが容易となることもフードバ
レーに参加する大きな要因の 1つとなっている（図
表 2- ③）。また、このように研究機関と大学、食品
関連企業等が密接に連携する中では多様で細かな
サービスに対するニーズが発生するため、その解決
を提案するベンチャー企業が生まれている。ワーヘ
ニンゲン大学で学位を取得した高度な専門人材がこ
の役割を担うことも少なくない。
　以上、図表 4に、ワーヘニンゲン大学、応用・開
発を担う研究機関、ファン・ハル・ラーレンスタイ
ン応用科学大学の予算規模を示す。ワーヘニンゲン
URトータルでおおよそ 7.1 億ユーロの予算規模と
なっている。
　さらに 2004 年には、食品業界を牽引する数社と
オランダ政府、ヘルダーランド州等の地方自治体が
連携して、コーディネータ的な機能を持つフードバ
レー財団を設立した（図表 2- ④）。フードバレー財
図表 1　世界の食料輸出入額（2010 年）とその差額（折れ線グラフ）
出典：参考文献 2を基に科学技術動向研究センターにて作成
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団は次の 5つのサービスを活動の目的としている。
1つ目は企業と研究機関、または企業同士を結びつ
けるネットワーク機能の発揮である。2つ目は、様々
な革新的プロジェクトの支援である。技術を移転す
るだけでなく、スピンオフや起業を促し、その発展
段階をサポートする。3つ目はオランダからEU全
域にわたって、農産物・食品分野の「知」を集積す
る働きかけである。4つ目は他の農産物・食品クラ
スターとの国際的な提携関係の構築である。連携を
広げることで、会員に参画メリットを還元できる。
5つ目は国際会議や展示会でフードバレーやその成
果を紹介する普及活動である7）。
　このような目的のもとで活動した結果、現在フー
ドバレーには世界各国から 1500 を超える食品関連
企業や化学企業などの民間企業が集積している8）。
このように国際色豊かで、多くのオランダ以外の
企業が参加している背景には、EU市場の入り口
や物流拠点としての活用、食関連の研究集積地と
しての知へのアクセス、食や農に関する新たな需
要の把握などが挙げられる。フードバレーの定期
的な活動として、フードバレー財団が中心的な役
割を果たし、「フードバレー・イノベーション・セ
ミナー」等の会合が開催されている。さらに、イ
ベントだけではなく財団や協会の会員企業向けに、
情報のプラットフォーム・サービスを提供したり、
専門人材の紹介などの支援も行っている。
図表 2　ワーヘニンゲンUR設立の変遷
図表 3　ワーヘニンゲンURの組織構成
出典：参考文献 4を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 5、6を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　ワーヘニンゲンURの戦略として、①科学のため
の科学ではなく社会的・経済的に価値のある研究を
すること、②顧客に合わせた研究プログラムとする
こと、③企業や公的機関等と密に連携すること、な
どが挙げられている6）。特に注目されるところとし
て、「企業にビジネス需要があったときが研究のス
タート地点になる」7）と表明しているように、企業
の課題解決や新商品開発など
のニーズに敏感に反応した研
究体制が敷かれている点が挙
げられる。先に紹介した「フー
ドバレー・イノベーション・
セミナー」等の会合を定期的
に開催する中で、特に需要側
の情報の抽出・還流に努めて
いる。
　このような取り組みの結果、
ワーヘニンゲンURは世界の
農業科学分野において大きな
存在感を示している。図表 5
は、Elsevier 社の論文データ
ベース Scopus で独自に分類
している 27 分野のうちの 1つ
「農学・生物学領域」における
学術論文の著者の所属機関ラ
ンキングである。ワーヘニン
ゲンURは米国の著名な大学
等を押さえてトップとなっている。
　特にワーヘニンゲンURの実績で最も突出してい
るのはフードテクノロジーの領域である。食品の加
工や保存の領域では、鮮度を落とさずに肉や野菜、
果物や花などをいかに生産地から消費者に届けるか
について、様々な角度から研究が進められている。
図表 6は、食品加工の領域における学術論文の著者
の所属機関ランキングを示している。ワーヘニンゲ
ンURはここでも他の機関を大きく引き離してトッ
プとなっている。オランダの選択と集中の成果がこ
図表 4　ワーヘニンゲンURの予算規模
使用データベース：SciVerse Scopus
検索条件：Agricultural and biological sciences 領域のうちArticle あるいは Review の全論文
検索年：1980.1.1 - 2013.5.31
抽出論文数 : 1,959,558
出典：参考文献 5を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3 ワーヘニンゲンURの役割
図表 5　農学・生物学領域の学術論文の著者所属機関
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こに現れている。
　また、ビジネス指向の研究開発を表明しているだ
けあり、自然科学的なアプローチだけではなく、社
会科学的なアプローチも取り入れている。例えば、
キャンパス内にある「未来レストラン」（Restaurant 
of the Future）では、消費者行動の参与観察機能も
兼ね備えている。ここでは、新食品の提供やその調
理法、消費者の飲食行動、室内デザイン、照明の影
響等をビデオカメラやセンサー等を用いて詳細に観
察し、研究開発にフィードバックしている4）。
　また、研究だけではなく、農と食の分野の人材育
成でも国際的な拠点となるべく力を入れている。例
えば、学生を対象とした「フードバレー・アンバサ
ダ ・ープログラム」がある4）。このプログラムは、フー
ドバレー財団、ワーヘニンゲンUR、オランダに拠
点を置く企業等の協力のもとで運営されており、食
品科学分野での国際的なキャリア形成に熱意のある
学生を世界各国から受け入れている。学生はフード
バレーと関係がある企業で 1年間のインターンシッ
プを体験することができる。企業側のメリットとし
ては、卒業後に採用することを視野に入れて学生を
1年間育成できるだけでなく、学生の募集、選抜、
住環境の整備等は同プログラムが代行するため、煩
雑な手続きに煩わされることなく有望な人材を発掘
することができる。
図表 6　食品加工領域の学術論文の著者所属機関
使用データベース：SciVerse Scopus
検索条件：“processed food” or “food processing” or “food process” or “food production”
　　　　　 をタイトル、概要、キーワードに含む論文
検索年：1980.1.1 - 2013.5.31
抽出論文数 : 19,395
　農業は地域性が色濃く反映
される産業といわれる。これ
はその土地の気候や風土、文
化的・歴史的背景等によって、
栽培される農産物に大きな地
域差が生じるためである。一
方、食品製造業は市場に近い
ほど効率が良く、高い鮮度を
保ったまま市場に届けること
ができるため、消費地立地型
の産業であるといわれる。し
たがって、農と食の産業クラ
スターをデザインする場合、
農産物の栽培、加工に関する
コストや付加価値を考慮する
ことはもちろんのこと、保存、
流通、販売経路といった視点も重要になってくる。
　オランダのフードバレーとワーヘニンゲンUR
が世界最大規模の食品クラスターとなったのは、
これらの要素を全て押さえているためであると捉
えることができる。もし日本版フードバレーを構
築する場合は、戦略的に農産物を選択し、世界トッ
プとなるまで徹底的な効率化を図る必要がある。
そして同時に、日本国内の農業・食品加工業の強
み・弱みを中長期的に展望する予測調査も必要と
なるだろう。
　農産物の選択には、想定輸出国におけるマーケッ
ト・リサーチを出発点とすべきである。国際的な需
要の把握には、現地における市場調査の他に、海外企
業の誘致も積極的に図っていくという方法がある9）。
日本における食品クラスターの取り組みは、どち
らかというと「日本の強みを海外へ」というスロー
ガンのもとで国内の産学官の連携を築いていく、
という姿が見受けられる。このような連携はもち
ろん必要であるが、それに加えて、海外企業を積
極的に誘致した上で、日本企業との連携をR&D面、
流通・販売面の双方で促進し、海外市場の販路開
拓に努めるべきであろう。
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1） 「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」pp. 79-83,  2013 年 6 月：
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2） FAOSTAT “Trade-Detailed trade data （September 2012）”, Food and agriculture organization of the United 
Nations, 2013.6
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主要国における研究開発費の負担部門の定義
主要各国の研究開発費の負担部門を、OECDの定義にしたがって分類した。このように、先進各国の
間でも、国の制度や調査方法、対象機関の範囲の違いによって、統計上、研究開発費の負担先が変わっ
てくるので比較する際には注意が必要である。
出典：調査資料 -214「科学技術指標 2012」，2012 年 8月，科学技術政策研究所
http://data.nistep.go.jp/dspace/handle/11035/1154
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概　　要
各国の地球観測動向シリーズ（第1回）
米国の地球観測活動の今後の方向性
　地球温暖化や環境問題に対応する世界的な取組
みとして、2005 年から 2015 年までの 10 年間にわた
り、地球観測の先進国政府が参加する「GEO（ジオ、
Group on Earth Observation）」注 1） の地球観測活動
として、「GEOSS10 年実施計画」が推進されている。
「GEOSS」とは「Global Earth Observation System 
of Systems（複数システムからなる全球地球観測シ
ステム）」の略語である。GEOSS において利用され
るデータは、地球観測衛星による宇宙からの観測だ
けではなく、陸上や海洋など現場で観測したデータ
と統合化することで、9 つの公共的利益分野におけ
る社会的課題の解決を目的としている。開始当時
の状況については、「利用ニーズ主導の統合された
地球観測システムの構築―エビアン G8 サミットに
始まりグレンイーグルズサミットでも言及された
「GEOSS」の推進―」1）を参照されたい。
　米国は 2013 年 4月に「米国民生用地球観測戦略」を発表した。この戦略には、政策的枠組み、評価
手法、データ管理および国家民生用地球観測計画策定の 4つの要素が含まれている。政策的枠組みの中
では、12の社会利益分野（SBA）が定義されており、今後定期的に国家民生用地球観測計画をアップ
デートすることとしている。我が国が地球観測活動で世界に貢献していく上で、米国の民生用地球観測
戦略の内容は十分知悉しておくべきであると考える。
キーワード：地球観測戦略，社会利益分野，データ管理，GEOSS，ビッグデータ
辻野 照久　客員研究官
　米 国 は 2009 年 と 2011 年 に GEOSS へ の 貢 献
にとって重要な軌道上炭素観測衛星「OCO」や
エアロゾル観測衛星「Glory」の打上げを行った
が、相次いで失敗してしまった。最近になって
陸 域 観 測 衛 星 LANDSAT-8 や 極 軌 道 気 象 衛 星
「Suomi-NPP」が打ち上げられ、既存の米国衛星
（Aqua、Terra、Aura など）や外国衛星（我が国の
「いぶき（GOSAT）」および「しずく（GCOM-W1）」
を含む）の活用により、社会利益に貢献する地球
観測の基盤整備を継続的に推進しているところ
である。
　こうした中、米国の大統領府国家科学技術評
議会（NSTC）は、下部委員会の 1 つである環
境・天然資源・持続可能性委員会（CENRS）に、
地球観測関係の省庁が連携して検討を行う国家
地球観測タスクフォース（NEOTF）注 2） を 2010
年 12 月に設置し、2 年余りの検討を経て 2013 年
4 月に「米国民生用地球観測戦略」2）を発表した。
今後、この戦略に基づき「国家民生用地球観測計
科学技術動向研究
注1　GEOの本部はスイス・ジュネーブの世界気象機関（WMO）内にある。
注2　国家地球観測タスクフォース（NEOTF）に参加した省庁は、農務省（USDA）・商務省（DOC）・国防総省
（DoD）・エネルギー省（DOE）・国土安全保障省（DHS）・内務省（DOI）・国務省（DOS）・NASA・全米
科学財団（NSF）・国際開発庁（USAID）である。
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画」を定期的（3 年おき）にアップデートしてい
く予定である。なお、今回の地球観測戦略は「民
生」（civil）を対象としており、偵察や早期警戒
などの「軍事」（Military）目的の地球観測活動
は含まれていない。
　米国は、地球観測に毎年数十億ドルにのぼる
多大な投資を行っており、その成果は気候や気
象、災害、土地利用、生態系・生物多様性、天
然資源・エネルギーなど、連邦政府の長期的な
持続可能性の目標を達成するための不可欠な基
盤となっている。
　地球観測データは宇宙にある衛星から取得する
だけでなく、地上や海洋での現場観測（in situ）の
データと統合化することを目指しており、ビッグ
データの一角をなす厖大な地球観測データを活用
するために、関係する省庁間の連携により効率性
と有効性を高めることが戦略の眼目である。
　今回発表された地球観測戦略には、社会利益
分野（SBA=Societal Benefit Area）の定義を含
む政策的枠組み、評価手法、データ管理および
国家民生用地球観測計画策定の 4 つの要素が含
まれている。
（1）政策的枠組み
　地球観測の政策的枠組みの原則として以下の
７項目をあげている。
①社会利益を最大にするための観測要求や測定
に関する情報を識別する。
②連邦政府の地球観測投資の優先順位づけのた
めに統合化されたポートフォリオ管理を行う。
③連邦政府の各機関に分散された地球観測活動
を有効に連携させる。
④データの相互運用性があり、ユーザーフレンド
リーなアクセスが可能なシステムを構築する。
⑤国内および国際的なパートナーシップを活用
する。
⑥米国の技術的および管理的なリーダーシップ
を増進する。
⑦国家安全保障の資産について、民生的な目的
で利用を拡大する。
　上記には、SBA の定義、現在および将来の観
測システムの優先順位付け、予想されるニーズ
および技術の考慮などが含まれる。
　また今回の戦略では SBA は 12 分野が定義さ
れている。地球観測戦略の付録 B には、各 SBA
の簡単な説明に続いて、代表的な課題が列挙さ
れている。12 分野で 188 の課題があげられてお
り、以下に各 SBA 毎に 1 件ずつ課題を抜粋した。
①農林業：干ばつ・洪水・ハリケーン・竜巻・
地震・野火などの致命的な事象による影響と回
復の速度を検出および定量化するために、どの
ようなシステムが必要とされるか？
②生物多様性：人間の活動（例えば資源利用・建
造物・障害物等）は生物多様性と生物の分布や
動きのパターンにどのように影響を与えるか？
③気候：人間活動の動向（人口や消費の変化等）
は気候にどのように影響を与えるのか？
④災害：地震・洪水・火災・地滑り・火山噴火
などの災害リスクに対して、脆弱な人口密集地
帯や重要インフラをどのように地図化するか？
⑤生態系（陸域・淡水）：土壌の水分・分解速度・
生成速度などのダイナミクスは、植生や他の全
球的な生態学的プロセスにおける大規模なパ
ターンにどのように影響するのか？
⑥エネルギー・鉱物資源：都市や産業のエネル
ギー利用は気温・水温・エアロゾル・大気化
学・人間の健康にどのように影響するか？
⑦人間の健康：温度変化・降雨パターンのシフト・
他の気候関連の要因は、有害な藻類や細菌の分
布・発生・重大性にどのように影響を与えるか？
⑧海洋・沿岸の資源と生態系：自然汚染や人為
的汚染に直面している魚介類の安全性をどのよ
うに監視し、改善するか？
⑨宇宙天気：厳しい宇宙天気のふるまいにより
障害を受ける重要な技術システムの経済的・社
会的影響は何か？
⑩運輸：天候に関連した運輸の衝突事故はどの
ように減らせるのか？
⑪水資源：水循環のバランスに影響を与える、蒸
発・降水量・土壌水分・人間の水使用量はどの
ように変化しているか？
⑫気象：影響度の高い気象現象から、どのようにし
て生命や財産の損失を低減し、障害を最小限に抑
えることができるか？
（2）評価手法
　今回の地球観測戦略で定義された社会利益分
野について、観測の継続判断や優先順位づけ等の
ために評価が行われた。複数の情報源からの観測
の相対的なインパクトや持続的、長期的、かつ正
確な測定に依存する社会利益のための測定の継
続の必要性を評価するため、タスクフォースは
2 米国の民生用地球観測戦略の主要要素
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図表 1 に示すようなバリュー・チェーン分析を
すべての観測システムについて繰り返し実施し、
各分野の詳細さのレベルが同じになったことを
確認して完了させた。この作業は後述する国家
計画策定のための前提となっている。
（3）データ管理
　地球観測データを有効に活用するには、デー
タ管理の枠組みを発展させ、情報配信システム
を改善することが必要である。今回の民生用地
球観測戦略では、民生利用を目的とする情報シ
ステムやデータベースなどの例として、以下の
ようなイニシアティブをあげている。
①省庁連携の全球気候変動情報システム（GCIS）
②海洋データベース（Ocean.data.gov）
③統合海洋観測システム（IOOS）のデータ管理・
通信サブシステム（DMAC）
④ 大 統 領 科 学 技 術 諮 問 委 員 会（PCAST） の
EcoINFORMA（バイオインフォマティクス）
⑤生物多様性監視に関する PCAST のイニシア
ティブ
⑥エネルギーデータベース（Data.gov and OpenEl）
⑦水に関するマークアップ言語（WaterML）
⑧農業生産に関する農務省のライフサイクル評
価データベース（LCA databese）
⑨国土利用や気候変動に関する内務省イニシア
　ティブ（DOI Initiative）
⑩気象・気候に関する連邦気象調整局
（OFCM）イニシアティブ
（4）国家民生用地球観測計画の作成
　財政やプログラムの制約に配慮しつ
つ、新戦略による各地球観測プログラム
の評価結果を基に、2014 年度大統領予算
教書の補足資料として、「国家民生用地球
観 測 計 画 」（National Plan for Civil Earth 
Observations）を策定し、その後 3 年ごと
にアップデートすることを規定している。
このような計画を維持することによって、
米国は持続可能な長期の観測、統合化され
た情報の提供、各機関の相互依存関係、民
間からの参加、利用者の参加などこれまで
以上に有効かつ効率的な地球観測活動を実
施できるようになると見込まれる。
図表 1　測定の継続を評価するためのバリュー・チェーン分析
出典：参考資料 2 の図を科学技術動向研究センターにて作成
　我が国では、GEOSS が開始される前年の平成 16
年 12 月に総合科学技術会議が「地球観測の推進戦
略」3）をとりまとめた。この推進戦略は 10 年近く経
過した現在も、我が国における GEOSS への貢献に
ついて毎年の実施計画を定める上で基準となって
いる。例えば平成 24 年度には、科学技術・学術審
議会の地球観測部会が「平成 25 年度の我が国にお
ける地球観測の実施方針」4）を策定し、気候変動に
伴う影響の把握を主要なテーマとして掲げた。こ
の中には水循環・風水害や生態系・生物多様性な
ど、米国の地球観測戦略と同様に、どのような観
測を行い、どのようにして気候変動の影響を把握
するかという観点から実施計画が含まれる。
　日米の地球観測戦略を併せて読むことにより、
国情の違いを考慮しつつ相似点と相違点を分析す
ることで、今後の我が国の方向性の議論に資する
ものと考える。
　米国の 12 項目の社会利益分野と基準測定の構成
を、GEOSS の 9 つの公共的利益分野および我が国
の地球観測戦略でまとめられた 15 の分野と対比し
てみた。図表 2 は GEOSS の公共的利益分野に対し
て米国と日本のそれぞれの分野がどのように対応
しているかを示している注 3）。
注 3　便宜上、米国のアルファベット順の並べ順にできるだけ合わせる形でGEOSS の 9分野および日本の 15分
野を並べ変えている。
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　今回発表された米国の民生用地球観測戦略は、
GEOSS10 年実施計画の終了が近づく中で、その
後の展開を検討する時期に当たり、米国として「ポ
スト GEOSS」あるいは「ネクスト GEOSS」の準
備活動を行った成果であると見ることもできる。
従来の GEOSS に明示的には含まれていなかった
「宇宙天気」や「運輸」も地球観測戦略の対象と
したことは、地球観測が学術的な研究に止まらず
公共サービスを円滑に運営するための実用的な研
究にまで広げていこうとする米国の意思を示唆し
ている。これまで我が国の 15 分野の中で地球科
学と空間情報基盤が GEOSS とどのように対応す
るのか説明しにくかったが、米国の戦略と対比す
ると、我が国の地球科学分野は米国の宇宙天気分
野に一部が合致し、我が国の空間情報基盤分野は
米国の基準測定（SBA には含まれない）と測地
学などで一部が合致する。ポスト GEOSS の枠組
みを検討していく上で、分野の定義や観測対象な
どについて GEO 参加各国が協議して合意してい
く必要があるだろう。我が国が地球観測活動で世
界に貢献していく上で、米国が社会利益分野の定
義や観測活動の評価手順等を示した民生用地球
観測戦略の内容は十分知悉しておくべきである
と考える。
出典：参考資料 2、3 を基に科学技術動向研究センターにて作成
1）　辻野照久「利用ニーズ主導の統合された地球観測システムの構築―エビアン G8 サミットに始まりグレンイーグルズ
サミットでも言及された「GEOSS」の推進―」、 科学技術動向、No.54、2005 年 9 月号
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt054j/0509_03_feature_articles/200509_fa03/200509_fa03.html
2）　NATIONAL STRATEGY FOR CIVIL EARTH OBSERVATIONS, 2013 年 4 月、 米国科学技術諮問委員会（NSTC）
図表 2　米国と日本の地球観測戦略の対比
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辻野　照久
科学技術動向研究センター　客員研究官
http://members.jcom.home.ne.jp/ttsujino/space/sub03.htm
専門は電気工学。旧国鉄で新幹線の運転管理、旧宇宙開発事業団で世界の宇宙開発動
向調査などに従事。現在は宇宙航空研究開発機構（JAXA）調査国際部調査分析課特
任担当役、科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター特任フェローも兼ねる。
中国語の科学技術文献読解を得意とする。
出典：調査資料 -214「科学技術指標 2012」2012 年 8月
米国の研究開発費の
負担部門と使用部門
科学技術・学術政策研究
所（NISTEP）では平成
24年度に「科学技術指
標 2012」を発行した。
その中で分析されている
米国の研究開発費の流れ
を右図に示す。本稿で述
べた地球観測活動の予算
は政府負担の研究開発費
の一部となる。
　　http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/nstc_2013_earthobsstrategy.pdf
3）　地球観測の推進戦略　平成 16 年 12 月 27 日、総合科学技術会議
　　http://www8.cao.go.jp/cstp/output/iken041227_1.pdf
4）　平成 25 年度の我が国における地球観測の実施方針　平成 24 年 7 月 30 日、科学技術・学術審議会
　　研究計画・評価分科会　地球観測部会
　　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/shiryo/attach/1325008.htm
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図表　東日本大震災による科学技術課題の将来予測（実現時期）の変化
科学技術動向研究センターにて作成
課題
No 課　題
技術
実現年
社会
実現年
20
13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31－
32 ピーク電力の抑制に対して経済的なインセンティブを与えるしくみ ( ネガワット ) ̶
2019
2015
2
各種センサ、計測器により室内環境や設備の運用状況を監
視し、ビル内のエネルギ ・ー環境負荷を管理するシステム
〈Building Energy management System、BEMS〉
（各種のBEMSが中小規模の建物まで広く普及し、業務部門の
自動化された省エネルギーが進む）
2013
2014
2018
2018
17 民生用超高効率ヒートポンプ（空調機用COP（エネルギー効率）≧ 8、給湯用COP≧ 6、排熱回収も含む）
2017
2018
2022
2020
11 自然エネルギー、自然通風、自然採光、及び雨水・地下水等の利用を可能とするエネルギー自立型建築技術
2013
2017
2020
2024
8 電力効率を向上させ日本の総発電量を 20%削減することのできるスマートグリッド技術
2019
2018
2026
2025
18
オール電化住宅で、太陽光発電と二次電池の組み合わせに
より、100万円以下で安定的に供給可能な約 90%の電力量
を賄える家庭向け電力貯蔵用電池技術　
2019
2018
2026
2025
3
都市部や住宅地域において街区単位で自然・未利用エネル
ギーを活用（建物間で電力・熱・水などを融通）し、物質
循環と一体となった面的利用エネルギーシステム
（都市部のヒートアイランド現象を緩和し、都市部でも郊外
でも低炭素コミュニティづくりに寄与する）　
2017
2018
2025
2026
27
ネットワークインフラの発達により、居住・仕事の物理的
場所の差がなくなり、リアルなオフィスに代わってバーチャ
ル・オフィスが主流になる
2016
2020
2025
2027
23
ナノフォトニック技術などにより、消費電力が 1/1000 に
低減されたネットワークノード
（コンピュータやルータなど）
2020
2023
2027
2028
36
人口減少に伴って市街地を縮小する際、水循環と生態系、
および生活文化の持続性を踏まえた、土地利用戦略が創り
出され、コンパクトなインフラ計画による自然共生型の市
街地が形成される
̶
2027
2031
̶
25
情報の伝達・蓄積システムに係る必要エネルギー量が 2010
年と比較して、100万分の 1（取り扱い情報量で正規化）
になるグリーン ICT システム
2030
2031
̶
2036
2031
̶
5
2
5
4
年数
年数
7
7
7
7
7
7
7
5
6年以上
9
7
8
8
社会的実現
予測実現時期（年）
技術的実現
予測実現時期（年）
→第９回予測調査結果（●社会的実現年）
→本調査結果（●社会的実現年）
　科学技術・学術政策研究所では、東日本大震災直後の計画停電や夏冬の節電経験を
踏まえて、持続可能な節電に関する調査を実施しました。将来節電が普及した社会の
姿や、そうした社会を実現させるために必要な技術、技術では解決しない社会システ
ムの課題など、節電に関係する産業界の方を中心に、ワークショップを開催して持続
可能な社会に寄与する研究等について検討しました。
　報告書（調査資料 -220）では、節電に関する科学技術課題の将来予測調査（デルファ
イ調査）とシナリオ分析の結果についてまとめています。デルファイ調査では、東日
本大震災前後による各課題の実現時期の変化についても調査・分析しています（図表
参照）。また、生活シーン別、社会像別にシナリオライティングを行いました。結論
として、持続可能な節電を実現するための提案として、以下の2点について具体的に
示しています。
　　①節電に関係するデバイスや材料などの研究開発の推進
　　②電力インフラに関係する人材育成と社会システム改革の検討と推進
　詳細につきましては、以下のWebサイトよりご覧ください。
　http://data.nistep.go.jp/dspace/handle/11035/1197
「持続可能な節電に関する調査～デルファイ調査と
シナリオ分析による将来展望」の結果を公表
